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一般質問通告一覧表 

 

（平成２９年第４回定例会） 

１１月２７日（月曜）  

○ 重 村 和 征 議員（２４番） 

１ 復興に係る基盤整備について（都市の発展） 

・ＮＨＫ跡地の活用について 

２ 熊本震災復興基金の活用について 

・熊本震災復興基金条例の提案に伴う、基金の活用について 

３ 復興に係る学校環境の整備について（人づくり） 

(1) 二岡中学校体育館の建て替えについて  

(2) 託麻東小学校の過大規模校解消策について 

４ 復興に係る高齢者元気対策について 

・戸島ふれあい広場パークゴルフ場の拡張について 

５ 復興に係る東部方面の交通対策について 

(1) 市電の延長計画について 

(2) 東部方面における横軸型環状バス路線の開設について 

６ 震災復興に係る熊本競輪場の再建について 
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○ 那 須 円 議員（２３番） 

  １ 熊本地震からの復興及び被災者支援 

   ・医療費減免打ち切りについて 

   ・住宅再建・確保について 

   ・支援制度の打ち切りについて 

  ２ 立野ダムについて 

  ３ 国民健康保険について 

   ・国保の都道府県化による保険料の改定について 

   ・差し押さえについて 

  ４ 債権管理と相談体制について 

  ５ 公契約条例について 

  ６ 教育・子育てについて 

   ・給付制奨学金制度について 

   ・重症心身障がい児への支援について 

  ７ その他 
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１１月２８日（火曜） 

 ○小佐井賀瑞宜 議員（１０番） 

  １ 衆議院議員総選挙の総括と国との関係性 

    ２ 都市政策研究の成果と役割 

   ① 熊本市のまちづくりの中期的方向性 

 ② 新しい産業の創出 

③ 地域の成長戦略 

 ④ 防災強化をふまえた都市計画 

  ３ 一体的なまちづくりと特色あるまちづくり 

  ４ 合併協議を経て位置づけられた政策・北の玄関口 

① 新市基本計画と区役所の機能 

   ② 都市計画と都市計画道路の実現性 

   ③ ３号バイパスの課題と事業推進の方向性 

   ④ 学童保育の整備の優先度 

  ５ 教育問題 

① 教職員免許の検証 

   ② いじめ問題の根源 

  

 

○ 福 永 洋 一 議員（１２番） 

  １ 区役所の役割とその権限・予算等について 

  ２ 空き家対策について 

３ 民生委員・児童委員の役割と課題について 

４ 会計年度任用職員制度について 

  ５ 災害時の指定管理者制度導入施設の役割について 

６ 災害対策としての安全・安心なまちづくりについて 
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１１月２９日（水曜） 

○ 井 本 正 広 議員（１６番） 

１ 被災者支援について 

２ 期日前投票について 

３ 公共交通網の形成（熊本市電）について 

４ 高齢者の住まい・生活支援について 

５ ＡＥＤ屋外設置について 

６ 奨学金制度について 

７ 教育関連について 

 ① 急病の受検生に対する配慮について 

 ② やさしく読める「ＬＬブック」について 

８ 公共施設等総合管理計画について 

９ その他 
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○ 田 尻 善 裕 議員（３３番） 

  １ 地震後の対応について 

(1) 建物調査後の余震被害対応について 

(2) 上下水道被害と老朽化更新計画について 

(3) 事務事業効率化について 

  ２ 学校での防災対応について 

  ３ 教育長の現場を通しての想い 

  ４ 歴史まちづくり法と城下町について 

(1) 「歴史的風致維持向上計画」への本市の考えは 

(2) 本市の残すべき伝統や文化・文化財、熊本市遺産の再発見事業に

ついて 

(3) ジェーンズ邸復元について 

(4) その他 

  ５ 市政運営への新しい視点（くまてん等）の導入について 

６ 安心なまちなかについて 

 ・分煙と夜の下通について 

７ その他 
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１１月３０日（木曜） 

○ 村 上 博 議員（２５番） 

１ 子ども支援の充実について 

(1) ＳＳＷ体制の早急な改革について 

(2) 社会的養護推進体制（フォスタリング機関）の充実について 

   (3) インクルーシブな教育環境の実現に向けて 

    ① 難聴児への合理的配慮について 

    ② 医療的ケア児童への給食提供について 

２ 訪問介護サービス体制の継続について 

 ・合同説明会の継続について 

３ やさしいまちづくりについて 

 (1) 誰もがいつでもどこでも乗り降りできる路面電車を 

 (2) 誰もが住みやすく暮らしやすいまちづくり推進～バリアフリーの

まちづくり条例について 

４ 学校現場の働き方改革について 


